
1A11 I T の性格形成過程の 解明と潜在的研究開発資源利用の 極大化 
一エ 7 主導経済下の 研究開発投資の 最適化 

0 渡辺千切 ( 東工大社会理工 ) 

].  序 え 付けたりする 上で必要な、 「擬似研究開発」 (Pseudo 

技術進歩が戦後の 日本の成長の 原動力となり、 競争力の 源 innovation) が内包されており、 このアローアンスが、 競争 

泉 をなしたことは 論を待たない。 21 世紀においては 20 世紀 相手や顧客との 切瑳琢磨を通じて、 研究開発に磨きをかける 
以上にその期待が 高い。 1990 年代のロスト・デイケードは 氷 上で重要な役割を 果たすものとみなされてきた (Mensch   

因め ニューエコノミ 一の牽引にすがって 糊塗してきた。 が   1975)@ [1L 

何ら本質的改善は 進んでいない。 かかる中での 米 同時テロは 化学 

グローバル化の 陰の側面を露呈し、 世界経済を悪循環の 淵に   
立たせるに至った。 技術を唯一の 比較優位とし、 自由通商 シ     

  
ステムを立国基盤とする 日本は、 まさに、 技術を軸にした 真 

    
髄を問われるに 至っている [5,6,7] 。       

我々は 1990 年代の初頭に 日本の製造業の 構造的な研究開 
1 一 ｜ ・   

  
発 離れの懸念を 警告した。 ' 政府も科学技術基本計画に 沿っ 

1S75 1977 1879 1981 1963 1965 1987 1989 1991 1993 1995 
  

て 2000 年度までの 5 年間に 17 兆円もの予算を 科学技術に投 

資した。 だが、 このような膨大な 投資 2 も産業の研究開発を 奮 電気構 杖   
い立たせるには 至っていない。 l999 年度の製造業の 研究開発 Actu 田 R&Dlnten 封ゆ   
投資は前年に 比べて 2.9% 。 減少し、 その売上高比率は 実に 

    
    

5.4%0 も減少している。 中でも製造業の 研究開発投資の 38%0 を   
ⅠⅠ ク   

占める電気機械は 9.0%0 も減少するに 至っている。 2000 年度   
には若干持ち 直しの兆しがあ るとは言え、 このような停滞は 

構造的要因によるものとしか 考えられない。   
本分析は、 工業化社会から 情報化社会へのパラダイムの シ 

フトと 軌を一にして 顕在化したこのような 研究開発離れは   図 「 電気機械・化学の 最適研究開発強度と 実績値 

製造技術と情報技術 ( I T) の性格形成過程の 本質的な相違 との比較 (l975-l996): GDP  ョり Ⅵ， ( 名目 ) 

に 根ざすとの仮説に 立脚してその 実証を試みる。 その上で   

製造技術を中核とした 工業化社会においては 看過されていた しかし、 このアローアンスは、 図 2 に示すように、 @990 年 

IT 主導経済特有の 潜在的な研究開発資源の 有効利用を双提 代 に入って劇的に 減少してきている。 とりわけ電気機械の 減 

とした「 IT 主導経済下の 研究開発投資の 最適化」のあ り方 少 が顕著であ り、 「研究開発に 磨きをかける 上での切瑳琢磨」 

を 検討する。 
の 喪失が懸俳される。 

    

2. 研究開発投資の 最適化とそのシフト ｜｜   @             と告亡         
図 Ⅰは、 ポントリヤー ギン の最適化理論を 応用して技術 革   Ⅰ 一 。   一一一       

新 による効用を 最大化させる 研究開発投資の 最適化レベル と   
実際の研究開発強度 (GDP 当り研究開発費 ) のレベルを比較 検   技 造立平均 

  
証したものであ り、 電気機械及び 化学の高研究開発強度業種、   
は一貫して最適レベルを 上回る研究開発強度を 維持してきた                                                                                     食料品 

ことが伺われる [8, 12] 。 :, 画業種のこのようなハイレベ   
かめ 研究開発強度は、 イノベーション 製品を持続的に 生み出 図 2  製造業主要業種の 研究開発強度 

すために必要不可欠な 部分と同時に 、 厳しい企業間競争の 中 アローアンスの 推移 (l975-l996):  実績値堤通強度 

で 競争相手を牽制したり、 顧客に対しハイテクイメージを 植 
表 1 及び図 3 は 、 こ ㈲アローアンス 急 減の構造的背景を 探 

，渡辺 千伊 、 「製造業の研究開発費 " プル期に実質減少始まる」、 日本経済新聞 ることをねらいに、 電気機械及び 医薬品の高研究開発強度合 

経済教室 (1992 年 11 月 25 日 )   業 54 社 ( 電機 24 、 医薬品 30) の研究開発強度 (R5,) について   

渡辺 経済新聞経済教室 千匁 、 雨具二郎、 (1993 「製造業の研究開発離れ 年 12 月 6 日 ) 。 成長への 好 循環揺さぶる」日本 売上高 (5) との相関及び 時系列変化を 分析したものであ る [9, 
，米国競争力協議会 佗 001 年 2 月 )   10]   

    ' 分析手法の詳細については   Tarasyev‖nd仝atanabe・ @ ， @   
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表 1 高 研究開発強度電気機械及び 医薬品企業の 

研究開発強度と 売上高との相関 (1979-1998) 
竜集機械 
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図 3  高 研究開発強度電気機械及び 医薬品企業の 研究開発 強 

度の推移 ( け 79-l998) 

 
 

これらの分析から、 

① いずれ㈹企業もその 研究開発強度は 売上高と有意な 相関を 

有する、 

② 電気機械は正の 相関を有するが、 医薬品は負山相関を 有する   

③ 一方、 時系列的には、 医薬品企業㈹ 研究開発強度は 逐年増加 

㈹一途をたどっている㈲に 対して   電気機械は 、 逆に減少㈲ 

- 途をたどっていろ 

ことが伺われる。 

電気機械 

                  大規模グルー 刃 @-7) 
    
                  @  ""                                                                     

  
          

                                
    

以上の分析結果から   画業種企業の 研究開発強度 ルぢ は 次 

式 で示される。 

R/S=aS@ ， (1) 
ただし、 か 0 : スケールファクター、 h>0: 電気機械．じく 0 : 医 

薬品、 パ 0 ・ 

(1) 式 より 

㎝ nS  笛 r     (2) 
B Ⅰ   F@ QT@ S@ ¥@ecl+A 

-@@@    Ⅰは技術ストック 九二 Mn Ⅲを示し、 右辺分母は 、 

電気機械 : 干 、 医薬品 : 一 を示す。 。 

(2) 式の左辺は、 売上げの技術ストック 弾性値 な 、 右辺はⅠ 

を 上 (T) 限 とするロジスティックカーブを 示す 

図 4 ば両 業種売上げトップ   5 社の 1995-1998 年㈹実績値を 

i, とに、 (2) 式の帰趨を示したも㈹であ り、 電気機械の技術 ス 

トック弾性 値は 、 一定のシーリングに 急迫していることが 伺 

われ、 これが、 同業種研究開発停滞の 構造的要因をしている 

ものと考えられる。 

医薬品企業 
  
        大規模クルーフ (l-9) 

  
  

  
    "" ニ "- " メ " 

                
  ㎞ R/S 二 i1 の十み ク     ¥n ぎ る l Ⅱ R/,.v       電気機械 

      医其 "   

AJf     ト     電気機械 
化   ・ N 一一， 肱   ， ln ハ + 反 。 竺 ， 旋 ・に ln 、 + ギ ),0 E 薬 E" 
lnN 、 竺 ， 0 ・ h>o( 電気機械 ), んく W@ 薬品 ) たかも、 ， く 0 
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を 通じて自己増殖的に 形成されていくことが 伺われる。 ， 

従って、 IT 開発の中核的役割を 担 う 電気機械は、 このよう 

な新たな機能の 自己増殖軌道に 乗らない限り、 IT を中核とす 

る情報化社会へのパラダイムシフトから 遊離していくことが 

懸念される。 1990 年代に入ってからの、 このパラダイムシフ 

トと 軌を一にして 顕在化した電気機械の 研究開発離れは、 こ 

のミスマッチに 起因するものと 考えられる。 

" とこ     --   -----           --   

図 4  高 研究開発強度電気機械及 び 医薬品企業の 売上げの 
技術ストック 弾性値の帰趨 
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3. Ⅱの性格形成過程と 潜在的研究開発資源 

3.] 性格形成過程の 解明 
電気機械は IT 開発の中核的役割を 担 う ものであ り、 その 

IT 強度 ( 付加価値当りの IT 集約 度 ) は き ねだって高い。 。 従 

って、 同業種の研究開発構造は、 本来的には TT の性格形成過 

程と軌を一にするものであ る。 

図 5 は、 IT の性格形成のメカニズムを 示したものであ り、 

普及過程における 社会経済とのインターアクションに 応じ、 

ネットワーク 外部性を発揮し [2, llL 、 自己増殖的に 新たな 機 

能 が付加拡大し、 スパイラルに 発展していく 様相が伺われる。 
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 図 5  情報技術の普及過程における 機能自己増殖メカニズム 図 7  製造技術と情報技術の 性格形成過程の 比較 

図 6 はこのような 性格形成過程を 従来的な製造技術を 中核 3.2 潜在的研究開発資源利用の 極大化 

とする、 固定電話と TT の集積 体 とも言うべき 携帯電話の普及 以上検証してきたよ う に、 日本の製造業の 中枢を占め、 IT 
過程を比較することによって 検証したものであ り、 携帯電話 開発の中核的役割を 担 う べき電気機械は 、 自ら、 社会経済と 

における新機能の 自己増殖プロセスが 顕著に伺われる。 ， の 相互啓発性を 高め、 インターアクション 過程において、 新 

図 7 は、 以上の検証に 基づき、 製造技術と rT の性格形成過 たな機能の自己増殖をとげる 体質に脱皮することが 必要不可 

程を比較したものであ り、 製造技術の性格が、 供給者全体で 欠であ る。 

形成され、 既与 のものとして 社会経済に送り 出されるのに 対 これは、 畢責 rT 固有の需要創出機能に 遭 進 することに他 が 
して、 TT の性格は、 社会経済とのインターアクションの 過程 らない     

このような観点から、 広義の技術進歩を 表わす全要素生産 

  性 (TFP) を分解すると、 (3) 式に示すように、 ①技術ストッ 

ク直接効果、 ②同二次効果 ( 技術の生産要素への 体 此程度の 
6 詳細は、 本 予稿 集 2B19 ( 魏 、 渡辺 ) 参照   相異の是正を 誘因 ) 、 ③スビルオーバー 効果及び④需要創出に 
  詳細は   本予稿 集 2B14 ( 大内   渡辺 ) 参照   先に見た電気機械㈲ 技術スト 

ック 弾性値の帰趣は   まさに固定電話のハターンに 陥っており   携帯電話 様 の 

新機能の自己増殖が 必要とな づ ている   8 詳細は   本予稿 集 lC04 ( 近藤   渡辺 ) 参照   

一 99 一 
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図 8 は 1995 づ 8 年の間の製造業主要業種の IT 強度と TFP 

増加薬のうち 需要創出に伴う 誘発効果との 相関を分析したも 

のであ り、 電気機械を筆頭とする 高 IT 強度業種が相対的に 高 

い需要創出効果を 発揮していることを 示している。 
  

。 ，，。 ，・，， 9@7 缶 $ 「・ l 。 ",,".m,@)n "4H 。 ゆ ・ l 。 %       

Ⅰ Ⅰ @@ Ⅰ @ ヰ ヰ   
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                                  G 。 。                                               PP  pu 埴 a Ⅱ pa ドの ㎡ FD 

food 

D@ l)@@ dummy@variable 

図 8  情報技術の需要創出機能の 検証 

以上の分析を 総合すると、 電気機械は、 IT 開発の中核業種 

として、 TT 固有の需要創出効果に 対する潜在的可能性を 内合 

していながら、 実態的には 必 、 ずしもそれを 十分に発揮する 状 

態にはなく、 新たな機能の 自己増殖メカニズムから 外れてい 

ることが伺われる。 

従って、 需要創出機能に 遭 進し 、 図 9 に示す TT の自己増殖 

の好循環に乗ることが 重要であ り、 これが研究開発離れの 悪 

循環から脱却する 唯一の方策と 考えられる。 

GDP 
  X@:@Conventional@production@factors ・   

月 a  :Finaldem ㎝ d   

  

図 9  情報技術の自己増殖構造 

9 詳細は   渡辺         馬場 (2001)[13l 参照。 

4. 考察 
- % 至尊 籠済 下の研究開発 投質 の 珪適 仏 

日本の産業の 研究開発費の 173 以上を占める 電気機械に見 

られる研究開発離れの 根源が、 製造技術を中核とした 工業化 

社会から IT を中核とする 情報化社会へのパラダイムシフト 

の下での 雨 技術の性格形成過程の 本質的な相異に 根ざすこと 

を 明らかにした。 そして、 IT 固有の需要創出機能に 遭 進し、 

更なる機能の 自己増殖の好循環を 構築することが、 研究開発 

離れの悪循環から 脱却するの唯一の 方策であ ることを指摘し 

た。 このような方向こそが 工業化社会においては 看過されて 

いた IT 主導経済特有の 潜在的な研究開発資源の 有効利用を 

前提とした「 IT 主導経済下の 研究開発投資の 最適化」に他 が 
らない。 博 

今後、 引き続き、 需要創出機能の 発現を ト リガ一に、 自己 

増殖の好循環の 構築に成功した 事例の更なる 分析を重ね、 そ 

の成功要因の 普遍化に努めることが 課題とされる。 
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